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第１ 事業の趣旨 

いちき串木野市立冠岳小学校は、明治 12年に開校し、様々な教育活動や特認校制度を取り入れ

るなど地域の学校として地元住民に親しまれてきましたが、生徒数の減少により令和３年３月 31

日に閉校いたしました。 

その後、地域行事や各種イベントなどをはじめ、市内の児童施設の活動の場となるなど地域の

活動拠点として利用されてきました。 

この度、本市や地域にとって貴重な財産である当施設を有効活用することで地域の活性化を図

るため、先に実施したサウンディング型市場調査の結果を踏まえ、民間事業者のノウハウや発想

を活かした施設運営を実現していただく事業者に建物等を無償譲渡または無償貸付、土地につい

ては無償貸付することといたしました。 

旧冠岳小学校は、地元住民に長年親しまれてきた施設であり、今後とも地域の活力となり地域

振興に資する施設となるよう以下の要項のとおり募集するものです。 

 

第２ 本募集要項の位置付け 

本募集要項は、旧冠岳小学校跡地を活用し、事業を実施する事業者を選定するにあたって公表

するものであり、本事業への提案参加を希望する事業者において、募集要項の内容を踏まえて、

公募に必要な応募書類等を提出していただくこととなります。 

利活用の優先交渉権者の決定にあたっては、公募型プロポーザル方式により選定し、審査の結

果、最も優れた提案を行った者を優先交渉権者とします。 

優先交渉権者は、提案内容に基づき、市と契約内容の交渉を行うとともに、地元の住民等に説

明を行い、市との間で協定書及び契約の締結のほか、必要な手続きを経た後に事業に着手するも

のとします。 
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第３ 施設の概要 

１ 名称 

旧冠岳小学校 

２ 所在地 

いちき串木野市冠岳 12844 番地１ 

３ アクセス 

南九州西回り自動車道串木野 IC 出口から車で約 15 分 

４ 対象施設の概要 

（１）土地 

地 番 敷地面積 その他 

① いちき串木野市冠岳 12844-1 9715.41 ㎡ ①の一部に土砂災害特別

警戒区域及び土砂災害警

戒区域あり ② いちき串木野市冠岳 12848 387.60 ㎡ 

※ プールの譲渡を希望する場合、「いちき串木野市冠岳 12850-1、667.00 ㎡（ただし、鹿

児島県が設置する環境放射線監視モニタリングポストに係る 7.29 ㎡を除く）」も対象と

なります。 

 

（２）建物 

名称 構造等 建築面積 耐震状況 

校舎 RC 造 ２階建 昭和 43・45 年築 390.30 ㎡ 旧耐震（耐震性有） 

屋内運動場 RC 造 １階建 昭和 53年築 532 ㎡ 耐震補強済 

多目的室 木造 １階建 昭和 27年築 91 ㎡ 耐震診断未実施 

用務員室 

給食室 
木造 １階建 昭和 38年築 約 30 ㎡ 耐震診断未実施 

倉庫① 木造 １階建 16.6 ㎡ 耐震診断未実施 

倉庫② 木造 １階建 19.9 ㎡ 耐震診断未実施 

屋外トイレ ２ヶ所 － － 

 

（３）その他 

・運動場：4,231 ㎡ 

・都市計画による制限：都市計画区域外 
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施設配置図 

 
 

周辺位置図 
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校舎平面図 

 

 

屋内運動場平面図 
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５ 設 備 

（１）電 気：低圧受電（継続使用中） 

（２）ガ ス：プロパン 

（３）上 水 道：直結方式 メーター口径 40 ㎜ 

（４）空調設備：なし 

（５）汚水処理：校舎 単独 10 人槽、体育館横 合併処理浄化槽６人槽 

（６）通信設備：ケーブルあり 

 

６ 石綿の有無 

石綿調査は実施しておりません。 

 

７ PCB 使用電気機器の有無 

PCB 使用電気機器はありません（キュービクルの設置もありません。）。 

 

８ 土壌汚染調査、地盤調査、地下埋設物調査等 

土壌汚染調査、地盤調査、地下埋設物調査等は実施しておりません。応募にあたり、事前調

査を希望される場合は、市の承認を受けたうえで、事業者自らの責任と費用負担で対応いただ

くことは可能です。 

 

９ 文化財調査 

旧冠岳小学校は、周知の文化財包蔵地ではないことから、文化財保護法第 93 条の規定による

届出は必要ありません。ただし、工事中に遺構・遺物が発見された場合は、文化財保護法第 96

条の規定により届出が必要ですので、直ちに工事を中止して、教育委員会（社会教育課）と協

議してください。 

 

第４ 参加資格要件 

本公募に参加する応募者は、法人格を有する事業者又は複数の事業者で構成されるグループで

あって、次に該当しない法人とします。なお、グループでの応募にあっては、すべての事業者が

要件を満たすものとします。 

ア 地方自治法施行令第 167 条の４の規定により、一般競争入札等の参加を制限されている法人 

イ 本件の公告日から受付期間が終了するまでの間「いちき串木野市建設工事等有資格業者の指

名停止に関する要綱」及び「いちき串木野市物品調達等有資格業者の指名停止に関する要綱」

による市の競争入札等に係る指名停止措置を受けている法人 

ウ 国税及び地方税を滞納している法人 

エ 会社更生法に定める更生手続又は民事再生法に定める再生手続を行っている法人 

オ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴力団を

いう。）又は暴力団の構成員若しくはその構成員でなくなった日から５年を経過しない者の統制

下にある法人 

カ 監督官庁から、必要な措置の命令、業務の停止命令、役員の解職勧告又は解散命令を受けて
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いる法人 

キ グループによる応募の場合には、次に掲げる事項に留意すること。 

① 代表となる事業者を定めること。 

② 単独で応募した事業者は、グループの構成員として応募することはできないこと。 

③ 複数のグループにおいて、同時に構成員となることはできないこと。 

 

第５ 募集提案内容 

事業計画は、応募者の自由としますが、産業の活性化や雇用の創出、地域の活性化に資する提

案を期待します。 

 

第６ 財産の契約方法 

施設ごとの契約方法は下表のとおりです。 

対象施設 
契約方法 

譲 渡 貸 付 

土地  
普通財産貸付契約 

建物 建物譲渡契約 

※ 本募集要項は、契約締結前にいちき串木野市議会で可決されることを前提とした公募と

なります。そのため、否決となった場合、契約を締結することはできません。 

 

１ 譲渡物件 

譲渡物件については、校舎、屋内運動場、多目的室、用務員室・給食室、屋外トイレ、倉庫、

付随設備（以下「建物等」という。）並びに物品とし、譲渡時の現状で譲渡します。 

※プールについては、希望があった場合に譲渡します。 

 

２ 譲渡価格 

譲渡価格については、次のとおりですが、市議会の議決を経て確定します。 

区  分 金   額 備   考 

建 物 等 無 償 付随設備を含む。 

物 品 無 償 ただし、市所有物品に限る。 

 

３ 貸付価格（年額） ※参考 

土地・建物等の貸付価格については、次のとおりです。 

種 別 金 額 計算式 

土地（9715.41 ㎡） 757,800 円 18,945,049 円×4/100 

屋内運動場 1,271,870 円 25,437,536 円×5/100 

多目的室 73,800 円 1,476,064 円×5/100 

主事室 無償 － 

屋外トイレ 無償 － 

倉庫 無償 － 
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※ 貸付価格の算出根拠となる固定資産税評価額については、類似施設の㎡単価を利用した

未確定評価を用いているため、貸付価格は参考になります。なお、土地、建物等について

は、「第９ 市の支援」により 10 年間無償で貸し付けることとしています。 

 

第７ 利活用上の条件 

１ 共通事項 

ア 契約締結日から起算して原則２年以内に事業計画に基づく事業を開始してください。 

イ 土地の貸付に係る契約期間は 10 年間とします。 

ウ 事業者の負担により対象区域全体の維持管理及び事業の運営を行ってください。 

エ 樹木の伐採や土地の造成等を行うときは、市と事前に協議をしてください。 

オ 事業実施にあたっての事前説明など、地元住民に対しては誠実に対応し、円滑な関係を構

築してください。また、屋内運動場については、地元住民がイベントや行事により年に４～

５回程度利用するため、利用できる状態にしておいてください。 

カ 屋内運動場については現在、災害対策基本法に基づく指定緊急避難所及び指定避難所とな

っているため、別途協議することとします。 

キ 敷地内の記念碑等は、原則、現在地に残してください。なお、移設が必要な場合は、市と

事前に協議のうえ、移設場所は、敷地内としてください。ただし、移設費用及び原状回復費

用は、事業者の負担となります。 

ク 優先交渉権者に決定した事業者は、市とともに内覧し、現況の確認を行うものとします。

従って、事業者は本施設における状態等の隠れた瑕疵などについて、契約締結後に、市に対

して追完請求、代金減額請求、解除、損害賠償等の契約不適合責任、その他の法的請求をし

ないものとします。 

ケ 契約の履行に関し、必要があると市が認めるときは、事業者の業務又は資産の状況等に関

し市は質問し、実地に調査し、又は所要の報告若しくは資料の提出を求めることができるも

のとし、事業者はその調査に協力する必要があります。 

コ 施設を暴力団その他の反社会的団体及びそれらの構成員がその活動のために利用する等公

序良俗に反する用に使用することはできません。 

サ 施設を政治的用途、宗教的用途に使用することはできません。 

シ 施設は現状有姿で引き渡すものとします。 

２ 譲渡（建物等）の場合 

ア 譲渡の場合、建物等については、表題登記を行っていませんので、事業者の負担で行って

ください。 

イ 譲渡施設の引渡しは、所有権移転を確認した後に行います。 

ウ 所有権移転の登記は、事業者の所有権移転登記の請求に基づき、市が嘱託登記を行います。

ただし、不動産登記に要する登録免許税等の費用は事業者の負担となります。 

３ 貸付（建物等）の場合 

ア 事前に書面により協議し、市の承認を得た場合には、新築、増築、改築、改修等による利

活用もできます。ただし、全て事業者の負担とし、新築、増築、改修等により有益費等が発

生した場合においても、市へ償還や建物買取請求、造作買取請求はできないものとします。 
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イ 契約期間は 10年間とします。 

ウ 契約期間が終了したときは、市の負担額が著しく増加しない場合を除き、事業者は速やか

に建物を現状に回復して返還してください。なお、市は不要な原状回復は要求しません。ま

た、引き続き利用を希望する場合は、譲渡も含めて市と協議することとします。 

エ 事業者は、市の承認を得ないで、建物の全部又は一部を第三者に貸付し、又は賃借権その

他使用収益を目的とする権利を設定することはできません。 

オ 貸付において事業者が負担する費用は次のとおりです。 

・契約に要する費用 

・土地、建物及び工作物等の修繕、更新、改修等に係る費用 

・事業遂行のために必要な各種調査費用 

・光熱水費、通信費 

・施設の維持管理等に要する費用 

・建物等に対する損害保険料 

・敷地内の樹木等の維持管理に要する費用 

・原状回復に係る費用 

・その他適正な利活用事業に必要となる費用 

カ 提案事業の遂行にあたり、施設の運営及び使用に係る施設機能を維持するために必要な建

物内に存在する残置物の活用、廃棄、その他全ての手続きを事業者が行うものとします。 

※ 残置物の廃棄等を行う場合には、市にその種類及び方法を明示し、事前に承認を得てく

ださい。 

 

第８ 法令上の制限等 

１ 法令上の制約 

建築基準法や消防法等の関係法令を遵守してください。 

２ 土砂災害防止法 

鹿児島県により土砂災害防止法に基づく土砂災害特別警戒区域及び土砂災害警戒区域に敷地

と校舎の一部が指定されています。 

３ 構造上の制約 

貸付の場合は、施設の構造に影響を生じさせるような工事を行うことはできません。 

４ 上水 

施設の使用に際して、水道工事を行う場合は事業者自らの責任と費用負担により行ってくだ

さい。 

５ 下水 

施設の使用に際して、汚水処理量に応じた合併処理浄化槽の増設等、事業者自らの責任と費

用負担により行ってください。 

６ 電気及び電話 

電気及び電話の引き込みが必要となる場合は、供給事業者と協議のうえ、事業者自らの責任

と費用負担により行ってください。 
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７ ガス 

プロパンガスの使用については、ガス事業者と協議の上、事業者自らの責任と費用負担によ

り行ってください。 

８ 地下埋設物 

事業の支障となる地下埋設物が、万一存在していた場合は、関係法令等を遵守し、事業者自

らの責任と費用負担で撤去することとします。 

９ 看板等の設置や景観の配慮 

看板等を設置する場合、鹿児島県屋外広告物条例に則って設置してください。 

１０ その他 

関係法令による制約は、本募集要項に記載する限りではありません。事業者の責任において、

適宜、関係法令を所管する窓口に相談・確認していただき、適法となるよう提案事業を実施し

てください。 

 

（参考）土砂災害警戒区域・土砂災害特別警戒区域図 

 
「この測量成果は、国土地理院長の助言を受けて得たものである（助言番号）平 24 九公 第 89 号」 
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第９ 市の支援 

１ 土地の無償貸付 

土地については、建物等の譲渡または貸付時の現状のまま 10 年間無償で貸し付けますが、市

議会の議決を経て確定します。 

２ 建物等の無償貸付 

建物等の貸与の場合、現状のまま 10 年間無償で貸し付けますが、市議会の議決を経て確定し

ます。 

３ 固定資産税の免除 

建物等を譲渡した場合、譲渡後の固定資産税を所有権の移転から５年間免除します。また、

施設の建て替えや新築を行う場合、既存の建物等の譲渡の日から通算して５年間免除します。 

ただし、屋内運動場については地区との共同利用を勘案し、６年目以降も免除します。 

４ 設備投資等に対する補助 

事業者が事業を実施するにあたり、設備投資（外構工事、新設、増設、設備改修を含む）等を

行う場合は、次のとおり補助します。 

 

（１）建物等の譲渡の場合 

内 容 補助率 上限額 

① 新設・増設・改修・外構などの設備投資 対象事業費の３/４ １億円 

② 校舎の解体を行い、新たな施設の建築 対象事業費の 10/10 １億 5,000 万円 

※ ②の場合は解体費を対象事業費に含むこととする。なお、校舎の解体のみを行う場合

は、上限額 5,000 万円（対象事業費の 10/10）とする。 

 

（２）建物等の貸付の場合 

内 容 補助率 上限額 

新設・増設・改修・外構などの設備投資 対象事業費の１/３ 1,000 万円 
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第１０ 応募のスケジュール（予定） 

項目 日程 

募集要項等の配布 令和６年 10 月 15 日（火）～令和６年 12 月 25 日（水） 

現地見学会の申込期間 令和６年 10 月 21 日（月）～令和６年 11 月 13 日（水） 

現地見学会の開催 令和６年 11 月 11 日（月）～令和６年 11 月 15 日（金） 

質問書の受付 令和６年 10 月 21 日（月）～令和６年 11 月 15 日（金） 

質問書への回答 令和６年 11 月 22 日（金） 

参加申込書の受付期間 令和６年 10 月 21 日（月）～令和６年 12 月２日（月） 

参加資格確認結果の通知 令和６年 10 月 21 日（月）～令和６年 12 月６日（金） 

企画提案書の受付期間 令和６年 10 月 21 日（月）～令和６年 12 月 25 日（水） 

審査（プレゼンテーション） 令和７年１月 23 日（木） 

優先交渉権者の決定 

（審査結果の通知） 
令和７年１月下旬 

仮契約の締結 令和７年１月下旬～２月上旬 

 

第１１ 応募・募集関係 

１ 応募・募集手続 

（１）募集要項の配布 

ア 配布時期 

令和６年 10 月 15 日（火）～令和６年 12 月 25 日（水） 

※ ただし、土・日曜日・祝日は除きます。（いちき串木野市ホームページからでも閲覧

可能） 

イ 配布時間 

午前８時 30 分～午後５時 15分 

ウ 配布場所 

いちき串木野市企画政策課（市役所串木野庁舎２階）及びいちき串木野市ホームページ 

ホームページ URL http://www.city.ichikikushikino.lg.jp/ 

（２）現地見学会 

ア 日時 

令和６年 11 月 11 日（月）～令和６年 11 月 15 日（金） 

イ 場所 

旧冠岳小学校（鹿児島県いちき串木野市冠岳 12844 番地１） 

ウ 申込 

参加希望者は、令和６年 10 月 21 日（月）から令和６年 11 月 13 日（水）午後４時まで

に、様式１「現地見学会参加申込書」に必要事項を記入したうえで、持参のほか、郵便、

FAX、電子メールのいずれかにより、巻末の担当課に提出してください。 

（３）質問の受付・回答 

ア 受付期間 

令和６年 10 月 21 日（月）～令和６年 11 月 15 日（金） 
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※ ただし、土・日曜日・祝日は除きます。 

イ 受付時間 

午前８時 30 分～午後５時 15分 

ウ 提出方法 

様式２「質問書」に質問事項を簡潔にまとめたうえで、持参のほか、郵便、FAX、電子メ

ールのいずれかにより、巻末の担当課に提出してください。 

※ 口頭又は電話による質問は受け付けません。 

エ 回答方法及び期日 

質問に対する回答は、いちき串木野市ホームページに掲載し、原則個別には回答しませ

ん。また、意見表明と解されるもの等には回答しないことがあります。なお、個人情報に

関するものについては回答しません。 

いちき串木野市ホームページへの掲載は令和６年 11 月 22 日（金）を予定しています。 

（４）参加申込書の受付 

ア 受付期限 

令和６年 10 月 21 日（月）～令和６年 12 月２日（月） 

※ ただし、土・日曜日・祝日は除きます。 

イ 受付時間 

午前８時 30 分～午後５時 15分 

ウ 提出書類 

次の①～③の書類を提出してください。 

① 参加申込書（様式３）１部 ※ 単独応募用及びグループ応募用あり 

② 事業者概要書（様式４）１部 ※ 様式４に記載の添付書類含む 

③ 誓約書（様式５）１部 

エ 提出場所 

巻末の担当課に同じ 

オ 提出方法 

持参又は郵送 

※ 郵送の場合は、令和６年 12 月２日（月）午後５時 15 分までに必着のこと 

カ 参加資格確認 

参加申込書類の内容確認の結果、参加資格を有する応募者には、「参加資格確認結果通知

書」を送付します。 

キ 辞退 

参加申込書を提出した後に参加を辞退する場合は、令和６年 12 月 25 日（水）までに様

式６「辞退届」を提出してください。提出場所・提出方法はエ・オと同様です。 

（５）企画提案書の受付 

ア 受付期限 

令和６年 10 月 21 日（月）～令和６年 12 月 25 日（水） 

※ ただし、土・日曜日・祝日は除きます。 

イ 受付時間 
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午前８時 30 分～午後５時 15分 

ウ 提出書類 

次の①、②の書類を提出してください。なお、企画提案書類については、ページ番号を

記入したものを正本１部、副本 13 部提出してください。（提出書類は、原則として日本工

業規格Ａ列４とし、フラットファイルに綴じて提出してください。） 

① 企画提案書（様式７） 

② 資金計画書（様式８） 

※ 必要に応じ追加資料の提出を求める場合があります。 

エ 提出場所 

巻末の担当課に同じ 

オ 提出方法 

持参又は郵送 

※ 郵送の場合は、令和６年 12 月 25 日（水）午後５時 15分までに必着のこと 

 

２ 留意事項等 

ア 提出された書類の内容は、変更することはできません。 

イ 次に該当する場合、応募は無効とします。 

① 応募書類に虚偽の記載がある場合 

② 応募書類を提出期間内に提出しなかった場合 

③ 応募書類に記名押印がない場合 

④ 審査に影響を与えるような不正行為が行われた場合 

ウ 応募書類は、次のとおり取り扱います。 

① 応募書類は、理由を問わず返却しません。 

② 応募書類は、選定作業に必要な範囲で複製することがあります。 

③ 応募書類の記載内容についての著作権は、応募者に帰属しますが、譲渡先の決定の公表、

その他市が必要と認めるときは、市は応募書類の記載内容を無償で使用できるものとしま

す。 

④ 応募書類については、いちき串木野市情報公開条例の定めるところにより公開される場

合があります。 

エ 応募に関して必要となる費用は、応募者の負担とします。 

 

３ 個人情報の取扱い 

応募書類等に記載されている個人情報については、優先交渉権者選定作業以外には使用しま

せん。 

 

第１２ 優先交渉権者の選定 

１ 選定の方法 

（１）選定委員会 

優先交渉権者及び次点交渉権者（以下「優先交渉権者等」という。）の選定にあたっては、
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いちき串木野市公共施設跡地等利活用検討委員会が応募書類を審査します。 

（２）プレゼンテーションの実施 

ア 日程 

令和７年１月 23 日（木）を予定していますが、詳細な時間等については、別途連絡し

ます。 

イ 時間（予定） 

・応募者によるプレゼンテーション 20 分以内 

・質疑応答 20 分程度 

ウ 参加者 

応募者１者につき５名以内とし、提案内容に直接携わる者がプレゼンテーションを行う

こととします。応募者以外の参加は不可とします。 

エ その他 

市において、スクリーン及びプロジェクター（HDMI 接続）を準備します。これ以外に

必要な機器、道具など（PC 等を含む）は、応募者において準備することとします。 

（３）選定方法 

ア 別紙「審査基準」に基づく評価点（各委員の評価の平均点）が 60点以上の者のうち、最

も高い者を優先交渉権者とし、次に評価点が高い者を次点交渉権者として選定します。な

お、審査の結果、優先交渉権者を選定しない場合があります。 

イ 応募者が１者の場合も審査を行います。 

ウ 選考委員会は非公開とし、審査内容に係る質問や意見、異議申し立ては一切受け付けま

せん。 

 

２ 選定結果の通知・公表 

選定の結果については、令和７年１月下旬に全ての応募者に書面により通知し、いちき串木

野市ホームページに選定結果を公表します。 

 

第１３ 契約に関する事項 

１ 契約締結に向けた流れ 

選定された優先交渉権者と協議を行い、譲渡の場合は、譲渡申請書に基づく覚書、貸付の場

合は、協定書を締結し、どちらの場合でも仮契約を締結します。その後、いちき串木野市議会

の財産処分等議案議決を得たうえで、譲渡の場合は建物譲渡契約、貸付の場合は普通財産貸付

契約を締結します。 

 

２ 覚書（譲渡） 

（１）優先交渉権者を契約当事者とします。 

（２）優先交渉権者と覚書を締結できない場合は、次点交渉権者と覚書締結交渉を行います。 

（３）覚書上の地位を第三者に譲渡することはできません。 

（４）覚書により、市及び優先交渉権者は、協議を行い、募集要項等及び提案事業の趣旨に反し

ない限りにおいて合意により本事業の実施に関し、必要な事項（以下「追加合意事項」とい
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う。）を定めることができます。なお、追加合意事項は、市及び優先交渉権者が作成する文書

によらなければ効力が発生しないものとします。 

３ 協定書（貸付） 

（１）優先交渉権者を契約当事者とします。 

（２）優先交渉権者と協定書を締結できない場合は、次点交渉権者と協定書締結交渉を行います。 

（３）協定書上の地位を第三者に譲渡することはできません。 

（４）協定書により、市及び優先交渉権者は、協議を行い、募集要項等及び提案事業の趣旨に反

しない限りにおいて合意により本事業の実施に関し、必要な事項（以下「追加合意事項」と

いう。）を定めることができます。なお、追加合意事項は、市及び優先交渉権者が作成する文

書によらなければ効力が発生しないものとします。 

４ 契約 

（１） 市は協定書又は覚書に基づく手続き等の完了後、優先交渉権者と契約を締結するものと

します。 

（２） 契約の締結、登録免許税等所有権移転登記に必要な費用は、優先交渉権者の負担としま

す。 

 

第１４ 契約等の解除等 

１ 事業者の債務不履行等による場合 

次のア～ウの事由に該当すると認められるときは、市は協定書又は覚書を解除し契約を締結し

ません。又は、既に締結した協定書又は契約を解除します。なお、ア～ウにより市が協定書及

び契約を解除し、市に損害が発生したときは、事業者がその損害を賠償するものとします。 

ア 資格を偽るなど不正な行為により譲り受け、又は借り受けたとき。 

イ 事業者が契約に定める義務を履行しないとき。 

ウ 事業者が破産手続き開始、民事再生手続き開始、特別清算開始、会社更生手続き開始若

しくはこれに類する法的倒産処理の手続きの申立てを受け、又はこれを自ら申し立てたと

き。 

２ 不可抗力又は法令変更による場合 

不可抗力又は法令変更により、長期に渡る事業停止等が生じ又は事業実施に過大な追加費用が

発生する等事業の継続が困難であると認められる場合に、事業者は市と協議のうえ、事業を終

了又は解除することができます。この場合、当該事態の発生時点における事業実施状況等に鑑

み、市と事業者の協議により施設の取扱いを決定します。 

 

第１５ 地元説明会 

覚書又は協定書締結前に、優先交渉権者は提案事業の内容について地元住民等への説明会を

開催してください。説明会には市も同席します。 

なお、開催日時及び場所等については、市と協議してください。 
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第１６ 担当課・問い合わせ先 

〒８９６－８６０１ 

鹿児島県いちき串木野市昭和通１３３番地１ 

いちき串木野市企画政策課（市役所串木野庁舎２階） 

電 話 ０９９６－３３－５６３４ 

ＦＡＸ ０９９６－３２－３１２４ 

メール seisaku6@city.ichikikushikino.lg.jp  



 

 

○審査基準 

審査項目 配点 

１ 提案内容が本市の活性化に資するもので、効果的に達成できる方針となっているか。 ２０ 

２ 地域や地区との共同利用が可能な提案となっているか。また、社会貢献に寄与するよ

うな提案であるか。 

２０ 

３ 運営方針・運営計画（施設整備計画書含）が具体的かつ実現可能なものとなってお

り、運営を継続させるための経営上の工夫がなされているかなど。 

１５ 

４ 組織体制や人員体制など、管理運営体制が適切に構築されているか。 １０ 

５ 収支計画書は、現実的な収入見込みがあり、経営継続可能なものか。（財務状況は健

全か） 

２０ 

６ 提案したものについて経営の経験（実績）はあるか。また、今後の在り方について適

切な提案となっているか。 

１５ 

合    計 １００ 

 


